
平成１６年度産学官連携・知的財産戦略
関連予算案の概要
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知的財産戦略の強化・産学官連携の総合推進プラン
～新時代の産学官連携～

特許化 実用化

体制の整備充実

○大学発ベンチャーの創出推進
（架け橋プラン） ４３億円（２３億円）
“死の谷”克服のための一貫した支援

○マッチングファンドの充実・強化
５３億円（４３億円）

経済社会ニーズに対応した産学官共同研究を支援

○研究成果最適移転事業・委託開発事業
６５億円（８８億円）

大学等の研究成果の効率的な技術移転支援

各種
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１９

○知的財産戦略の強化・産学官連携の一層の推進
○「知」の源泉としての大学等を活性化させ、社会の
信頼を得つつ発展

○政府が集中的・計画的に実施すべき施策である
知的財産推進計画を確実に実施

○大学等の知的財産を戦略的に創出・取得・活用し、
社会還元を促進するためのトータルプラン

○特許化支援（技術移転支援センター）
２４億円（１６億円）

・機関帰属化される知的財産について
海外特許出願を支援
・対前年度年間1000件増を支援

○産学官連携の支援の充実・強化
１５億円（１４億円）

・専門人材（コーディネーター）の配置
・知的財産・MOT（技術経営）人材の養成
・連携・ネットワーク支援

○大学知的財産本部の充実
２６億円（２４億円）

既整備分（43機関）の充実



運営費交付金中の
推計額を含む

平成１６年度予算案 ８５億円

（平成１５年度予算額 ３０億円）先端計測分析技術・機器開発プロジェクトの推進

核磁気共鳴装置 (化
合物構造解析等）

ＤＮＡ解析装置
(ゲノム解析等）

飛行時間型質量分析装
置(高分子物質微量分析
等)

国内

国外

先端機器のシェア
３％ ０％

４
３
％

殆どの先端機器は外国依存で、脱却が急務殆どの先端機器は外国依存で、脱却が急務

近年のノーベル賞

2003 マンスフィールド（英）等；ＭＲＩ（体の中を見る）
2002 田中（日）,フェン（米）；質量分析装置（分子の重さを量る
1989 Ｗ.ポール（独） ；質量分析装置 〔分子の重さを量る）

1986 ビーニヒ（独）、ローラー（スイス）；走査型トンネル顕微鏡〔表面
を見る）

1993 ムリス(米) ；DNA増幅・検出装置〔DNAを増やす）
1979 コルマック(米)等 ；Ｘ線断層装置（体の中を見る）

画期的技術革新は先端機器が創出画期的技術革新は先端機器が創出

大学等研究者の研究ニーズの把握・発信

大学等と民間の技術力の結合

大学等と企業のマッチングによる技術開発・実用化支援

大学等の研究ニーズをふまえた大学等と企業
の迅速かつ最適な取組を支援

大学等の研究ニーズをふまえた大学等と企業
の迅速かつ最適な取組を支援

特徴：世界最先端の研究者のニーズに応えられる世界初のオンリー
ワン／ナンバーワンの技術・機器の開発を推進

概要：①要素技術開発から実用化（製品化）まで一貫して開発を支援
②自由な発想に基づく提案を広く募る課題公募型と特定目標を
実現するための課題設定型の並存
③先端計測分析技術・機器開発推進委員会（仮称）を設置し、
プロジェクト全体の効果的・効率的な推進

特徴：世界最先端の研究者のニーズに応えられる世界初のオンリー
ワン／ナンバーワンの技術・機器の開発を推進

概要：①要素技術開発から実用化（製品化）まで一貫して開発を支援
②自由な発想に基づく提案を広く募る課題公募型と特定目標を
実現するための課題設定型の並存

③先端計測分析技術・機器開発推進委員会（仮称）を設置し、
プロジェクト全体の効果的・効率的な推進

《課題公募型》 6,352百万円（2,022百万円）
最先端研究ニーズに応える世界初の先端計測分析技術・機器につい
て、提案を広く募って分析・解析手法の開発や要素技術開発を支援
＜新規分＞ 3,300百万円
◎領域を特定した、あるいは領域を特定せずに課題を公募する機器
開発等を競争的環境下で実施

◎独創的な計測分析技術･手法の開発・確立
＜既存制度分＞ 3,052百万円

既存の枠組みを活用した要素技術開発、プロトタイプ開発、
実用化・実証化開発を実施

《課題設定型》 2,113百万円（965百万円）
特定研究開発目標のもとで、重点的に機器開発等を推進（ライフ、ナノ分野）

《課題公募型》 6,352百万円（2,022百万円）
最先端研究ニーズに応える世界初の先端計測分析技術・機器につい
て、提案を広く募って分析・解析手法の開発や要素技術開発を支援
＜新規分＞ 3,300百万円
◎領域を特定した、あるいは領域を特定せずに課題を公募する機器
開発等を競争的環境下で実施

◎独創的な計測分析技術･手法の開発・確立
＜既存制度分＞ 3,052百万円

既存の枠組みを活用した要素技術開発、プロトタイプ開発、
実用化・実証化開発を実施

《課題設定型》 2,113百万円（965百万円）
特定研究開発目標のもとで、重点的に機器開発等を推進（ライフ、ナノ分野）
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Ｇ 大 学 Ｈ 大 学

Ｉ社 Ｊ社
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大学の研究成果の社会還元促進プラン
～特許の取得・活用促進計画～

◎大学等の知的財産を的確に取得・活用し、社会還元を促進するためのトータルプラン

トータルプランの内容

《項 目》 《対応内容》 《実施時期》

「トータルプラン」の推進により、

知的財産の的確な創出・保護・活用
が図られ、
○「知的財産立国」を実現
○国際競争力の強化を実現

方針 知的財産の個人帰属から機関帰属への転換

体制 機関帰属に対応できる大学等の体制整備

制度 間接経費の使途の明確化のための制度改善

予算 国公私を含めた特許関連経費の支援

①機関帰属への転換

②大学等の体制整備

③間接経費の使途の明確化

④特許関連経費の支援

〈方針〉

〈制度改善〉

〈体制整備〉

〈予算支援〉

○第２期科学技術基本計画
○知的財産戦略大綱 （知的財産戦略推進計画）
○総合科学検討会議提言
○文部科学省審議会の報告

○「大学知的財産本部整備事業」を実施

・４３件を選定し支援 ・３年目に中間評価を実施

○間接経費を特許経費に使用可能であることの
明確化（「競合的資金の間接経費の執行に係る

共通指針」の改正）

○機関帰属に伴う大学等の特許関連経費を支援

・国公私大・高専などを支援 ・外国出願を主体とした支援

平成１６年度以降も
引き続き推進

平成１５度から５年間実施

（１５年度予算２４億円）

平成１６年度実施

（予定）

平成１５年度から

実施
２１

トータルプラン



大学知的財産本部整備事業
～知的財産の戦略的「創出」「取得」「管理」「活用」のための体制整備～

平成１６年度予算案 ２６億円
（平成１５年度予算額 ２４億円）

○ポイント
・知的財産の原則機関帰属への移行を踏まえた体制構築
・大学の自由な発想に基づく新しいマネジメント体制
・民間企業経験者等の外部人材の積極的活用
・ＴＬＯ等外部組織との連携強化

○ 外部人材の積極的活用
○ 学内ルールの早急な整備
○ 学内外を通じての窓口の一元化（ワンストップ化）
○ 意志決定の迅速化
○ ＴＬＯとの連携

学 長

知的財産本部
（担当副学長等）

（機能）

・知的財産戦略の企画・立案
・知的財産創出・取得のマネージメント
・知的財産の管理・活用ルール作成
・産学官連携の基本的ルール作成
・研究成果・秘密情報の保護
・知的財産の扱いに関するアドバイス・

学内啓蒙 など

ＴＬＯ等
・特許等の活用・対価の配分等

ＴＬＯ等
・特許等の活用・対価の配分等

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練

・企業経験者（知的財産部、

研究開発部等の経験者）

・弁護士・弁理士等の専門家

など

研
究
協
力
部
課
等

事務組織

○優れた知の創造と活用による経済・社会の活性化
・新産業の創出
・ベンチャーの育成
・知的財産を活用した国際競争力の強化 等

○「知的財産立国」の実現

共同研究・受託
研究の契約事務

研究組織

大
学
院
・
付
置
研
究
所

共
同
研
究
セ
ン
タ
ー

・リエゾン活動
・共同研究や受託

研究の推進

・知的財産管理体制イメージ
（ 例 ）

○「大学知的財産本部整備事業」採択機関 ４３件

（内、「特色ある知的財産管理・活用機能支援
プログラム対象機関 ９件）

２２



「知的財産立国」を実現する特許化推進事業
～技術移転支援センター機能の充実・強化～

（平成１５年度予算額
平成１６年度予算案 ２４億円

１６億円）

運営費交付金中の
推計額を含む

方 向 性方 向 性

機関帰属（国内出願）の
２５％を外国出願に

外国国出願計画数 １，０００件以上

（参考：平成１６年度予測）

・発明件数 ７，０００件

・機関帰属（国内出願件数） ４，２００件
（発明件数の６０％）

・外国出願件数 １，０００件以上

○ 国の方針である特許等知的財産の
「機関帰属」を推進（知財大綱、
推進計画）するための政策的誘導
措置。

○ 国際競争力強化のために外国出願
を強力に推進。

特許化支援のポイント特許化支援のポイント

時限措置

支援対象

支援条件

国公私立大学、高専等の研究成果

・大学等において特許化の適否に関する厳しい選定の

・ ＪＳＴによる出願適否の精査（競争的環境による出願）

大学等が自立的に運営できるまでの時限的措置

大学等の自己負担を可能とするため間接経費を特許関連経費に

使用できることを明確化
制度改善

支援スキーム支援スキーム

国
（文部科学省）

ＪＳＴ

支援経費の
柔軟な運用

運営費

交付金

A大学申請

支援

申請
Ｂ大学

出願の適否
の精査

２３



大学発ベンチャー創出推進事業
～優れた基礎研究成果の企業化促進による我が国経済の活性化～

運営費交付金中の
推計額を含む

平成１６年度予算案 ２７億円

（平成１５年度予算額 ５億円）

「基礎研究」から「企業化」の間に存在する開発・ｽｹｰﾙｱｯﾌﾟの段階は、ﾍﾞﾝﾁｬｰ自身の経営基盤が
ないにも拘らず、技術が企業化可能かどうかの見極めが困難なため、資金調達が容易でない。

「基礎研究」から「企業化」の間の研究開発資金不足は、大学等の研究成果に基づくベンチャー
企業を創出する上で大きな障害となっている。このため、大学発ベンチャーの創出、事業展開に
必要な研究開発支援策を早急に確立し、新事業創出を促進する。

制度背景

大学発ベンチャー創出推進

研究開発を委託

○ロイヤリティ収入の日米比較
日本 約3億円
米国 約1000億円

○大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ数の日米比較
日本 約600社
米国 約4000社

基礎研究 企業化

“死の谷”

開発・ｽｹｰﾙｱｯﾌﾟ

資
金
調
達
の
容
易
さ

優れた研究成
果の社会還元
支援が必要

起業

科学技術振興機構

応用開発段階 （要素
技術特許、試作品制作等）

実用化開発段階
（治験、試作品改良等）

大学発ベンチャー

大学等

製品化
企業化

（マイルストーン達成の評価）
２４



産学官共同研究の効果的な推進 （
（

平成１６年度予算案 ５３億円
平成１５年度予算額 ４３億円）
振興調整費充当見込額）

「学・官」と「産」の両方に共同研究に取り組む
インセンティブを与えるとともに、経済・社会
ニーズに対応した研究開発を推進。

⇒民間等からの資金提供を前提
とする共同研究に対して公的
研究機関の分担と責任に応じ
た経費を提供

文部科学省
（科学技術振興調整費）

大学等公的研究機関
研究費の１／２※

（中小企業との共同研究
については２／３）

共同研究

※平成１６年度より中小企業との共同研究の場合、大学等公的研究機関が２／３、民間企業が１／３
を負担する特例を設定

（申請）（支援）

民間企業
・研究費の１／２※
・中小企業は１／３

２５



知的財産・技術経営人材の養成と充実強化
人材派遣 平成1６年度予算案 １４億円（１４億円）
人材養成 平成1６年度予算案
0.8億円（0.4億円）（技術移転支援センター）
４７億円の内数（科学技術振興調整費）

「知の世紀」たる２１世紀においては優れた知的財産の創出のみならず、その確保・活用が重要。我が国においては知的財産の確保、活用に通暁する
人材が不足しており、これら人材を養成することは喫緊の課題。そこで、研究現場等で知的財産を活用する知的財産専門人材、技術経営人材養成の
ための研修を戦略的に実施する。振興調整費においては引き続き、大学院に設置した人材養成ユニットを支援するほか、社会人に対する再教育を支
援。また、大学等公的研究機関の産学官連携基盤の強化を図るために、産学官連携を推進する際に必要な専門知識を有する人材を大学等のニーズ
に対応して配置。

知的財産・技術経営人
材の圧倒的不足

約2万2千人約2千人(推定）特許弁護士

米国日本

●偏在する知財人材

知的財産・技
術経営人材
の迅速な養
成・確保の必

要

産業界等の
専門人材の
活用

知的財産
人材への
関心の高
まり

知財人材５カ年計画 －

５ヵ年で国際水準を達成－

★人材養成のための充実した教育体制整備

★科学技術と知的財産を融合した実践的

教育・研修

★外部人材の活用

★夜間コース等による社会人の再教育

弁理士が５人以下の県

大 学 院 等

大 学 等

大学等への専門人材の派遣 産
学官連携コーディネータ

産学官連携が大学の運営の大きな
柱として位置付けられていくための各
種取組の推進

★大学内外における産学官連携体
制の構築支援

★産学官連携プロジェクトの企画 等
２６

●特許弁護士は米国の１０分の１



産学官連携推進・知的財産戦略関係主要施策（平成１６年度予算案）

大 学

要請 派遣

科学技術振興機構

（ＪＳＴ）

技術移転支援センター
２４億円（ １６億円）

大学等における研究成果の特許化
を推進するため、海外特許の取得
に向けた支援等を実施
－大学等に対し特許関連経費等を
支援

研究成果最適移転事業
１２億円（３３億円）

大学等における研究成果の実用技術への展開を図るため、
周辺特許の取得、研究成果の試作品化等を実施
－大学等とＪＳＴの共同研究により、周辺特許を取得
－中堅・中小企業に対し、試作品化経費を支援

大学発ベンチャー創出推進事業
２７億円（５億円）

大学発ベンチャーの創出・事業展開を一貫して支援
－大学等の研究者に対し、大学発ベンチャーの起業及び事業

展開に必要な研究開発を支援

大学知的財産本部

整備事業

２６億円（２４億円）

大学における知的財産の戦略的

な取得、活用等を実施するため

の体制整備

－大学等に対し、外部人材の

確保や調査活動等を支援

移転

移転連携

共同研究センター

委託開発事業
５１億円（５５億円）

大学等で生まれた研究成果で、開発リスクが高く民間では事業化
が困難なものについて、その実用化開発を企業等に委託し、新技
術の実用化を促進
－企業等に対し、実用化開発を委託

大学・ＴＬＯ等の連携推進

支援

マッチングファンドによる産学官共同研究
の効果的な推進 （充当見込額）

３８６億円の内数（４３億円）
企業側の資金提供を前提とした、大学等と企業との共同研究
に対する支援を実施
－大学等に対し、研究開発費等を支援

民
間
企
業

民
間
企
業

技術移転機関（ＴＬＯ）技術移転機関（ＴＬＯ）

ＴＬＯの活動をサポート

共同研究

産学官連携専門人材の配置
１４億円（１４億円）

産学官連携を支える専門人材（産学官
連携コーディネータ）を大学の共同研
究センター等に配置
－民間事業者を通じて、大学にコー
ディネータを配置

大学発ベンチャー創出支援制度

１６億円（１８億円）
大学発ベンチャーの創出に向けた、技術開発や事業化計画等を
支援
－大学等の研究者に対し、研究開発費等を支援
（事業の定着化に伴い、新規着手分をＪＳＴに移管）

２７



研究成果の取扱い及びルール整備等の

取り組み状況

２８



原則一部又は全
部を機関帰属

規定なし
原則一部又は全
部を機関帰属

規定なし
原則一部又は全部を
機関帰属(うち検討

中）
規定なし

原則一部又は全部を
機関帰属(うち検討

中）
規定なし

原則一部又は全部を
機関帰属(うち検討

中）
規定なし

○特許権 3 0 6 0 26(8) 0 1(1) 0 7 0

○意匠権 1 2(注３） 6 0 25(10) 1 1(1) 0 7 0

○回路配置利用権 0 3(注３） 1 5(注３） 26(13) 0 1(1) 0 7(2) 0

○植物品種育成者権 0 3(注３） 1 5(注３） 25(11) 1 1(1) 0 7(2) 0

○営業秘密（ノウハウ等） 1 2(注３） 3 2(注３） 26(14) 0 1(1) 0 7(2) 0

○実用新案権 3 0 6 0 26(9) 0 1(1) 0 7 0

○商標権 1 2(注３） 3 3(注３） 24(17) 2 1(1) 0 7(2) 0

○商号権 0 3(注３） 1 5(注３） 24(22) 2 1(1) 0 7(4) 0

○著名商標・原産地表示等の保護 0 3(注３） 1 5(注３） 24(22) 2 1(1) 0 7(4) 0

○研究データ・情報 2 1(注３） 5 1 25(15) 1 1(1) 0 7(5) 0

○研究試料・研究材料（生物材料を含む）・実験サンプル 2 1(注３） 4 2(注３） 26(12) 0 1(1) 0 7(5) 0

○実験装置（研究者が自作したもの、試作品を含む。） 1 2(注３） 3 3(注３） 26(12) 0 1(1) 0 7(5) 0

○試作品 1 2(注３） 4 2(注３） 25(12) 1 1(1) 0 7(5) 0

○その他の研究成果物 2 1(注３） 3 3(注３） 26(15) 0 1(1) 0 7(5) 0

整備済
（うち検討中）

未整備 整備済
（うち検討中）

未整備 整備済
（うち検討中）

未整備 整備済
（うち検討中）

未整備 整備済
（うち検討中）

未整備

研究成果の取扱いに関する責任体制の明確化 3(2) 0 5 1 25(17) 1 1(1) 0 7(2) 0

譲渡等の手続き 3(1) 0 6（1） 0 25(18) 1 1(1) 0 7(2) 0

専門家の確保による体制整備 3(1) 0 6（1） 0 26(13) 0 1(1) 0 7(1) 0

共同研究等の契約における研究成果の帰属 3 0 6（1） 0 25(20) 1 1(1) 0 7(1) 0

共同研究等の契約における特許等実施に当たっての取扱い 3 0 6 0 25(20) 1 1(1) 0 7(1) 0

共同研究等の契約における守秘義務等に関する規定 3(1) 0 5（1） 1 25(20) 1 1(1) 0 7(2) 0

定期的な研修 2(1) 1 4（1） 2 26(15) 0 1(1) 0 7(3) 0

利益相反の管理に関するガイドライン 1(1） 2 4（2） 2 26(21) 0 1(1) 0 7(7) 0

研究者が異動する際の知的財産権に係る権利の帰属先及び手続き 3(1） 0 3 3 26(19) 0 1(1) 0 7(3) 0

研究上知り得た秘密の保護義務 3(2） 0 6 0 26(19) 0 1(1) 0 7(3) 0

研究契約
に おける
研 究成果
の取扱い

研 究者の
意識啓発

その他

各研究機関における研究成果の取扱い及びルール整備等の取組状況（文部科学省）

分類

知
的
財
産
権

そ
の
他
の
研
究
成
果
物

調査対象機関数

公立大学 私立大学国立大学・
大学共同利用機関

独立行政法人特殊法人
認可法人

研究成果
の管理

研
究
成
果
の
管
理

知的財産の帰属

研究成果の取扱い等

７機関３機関 ６機関 ２６機関 １機関



（別　紙）

※調査対象機関

　公立大学：大阪府立大学

 （注３）各法人等の研究内容に照らして定める必要がないと判断しているもの又は検討中のもの等

 （注１）国立大学、大学共同利用機関、公立大学、私立大学は、大学知的財産本部整備事業に選定された機関である。

　独立行政法人：理化学研究所、物質材料研究機構、防災科学技術研究所、宇宙航空研究開発機構、放射線医学総合研究所、科学技術振興機構

　特殊法人、認可法人：日本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構、海洋科学技術センター

　私立大学：慶応大学、東海大学ほか２機関、東京理科大学ほか２機関、日本大学、明治大学、早稲田大学、立命館大学

　国立大学、大学共同利用機関：北海道大学、岩手大学、東北大学、筑波大学、群馬大学ほか１機関、東京大学、東京医科歯科大学、東京農工大学、東京工業大学、東京海洋大学

　　　　　　　　　　　　　　　電気通信大学、横浜国立大学、山梨大学、静岡大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、広島大学、山口大学、徳島大学、九州大学

　　　　　　　　　　　　　　　熊本大学、北陸先端科学技術大学、奈良先端科学技術大学、国立情報学研究所ほか１２機関

 （注４）独立行政法人の知的財産の帰属については、個人帰属としているものがあるため、合計が合わないものがある。

 （注２）｢国立大学、大学共同利用機関｣の取り組み状況は、法人化（平成１６年４月）に向けての取扱いである。




